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研究の背景

①各地域で、工学的に想定されている外力を超える大きな
自然災害が多発している。

インド洋大津波、ハリケーンカトリーナなど
→海岸地域や沿岸域

②めったに生じない大規模自然災害に対して、厳しい予算
制約の中、災害や影響を最小化する現実的な防災・減災
対策が急務。

③安全・安心を求める国民の要請に応え、説明責任を果た
すために、防災・減災対策に対する合意形成手法の確立
が必要。
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研究の目的
発生頻度は低いが、ひとたび生起すると大きな被害をも

たらす低頻度メガリスク型沿岸災害の対策
災害時に減災効果があり、非災害時（平常時）にも社会

的効用がある政策を提案

研究全体の方針
多様な効用を有する政策に関する評価手法の提案
多様な効用を有する施策に関する地域住民等と行政と

の合意形成手法の検討
高潮・高波対策施設等に関する統合的マネジメントシス

テムの構築
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多様な効用を有する対策のイメージ

港湾施設（岸壁・上屋
等）による低減効果

高潮・高波対策施設等の
統合的マネジメントシステム

森林・植栽・砂浜・干潟
等による低減効果

臨海部建築物に
よる低減効果

危険物保管施設の

集約・移転

再開発・遊休地利用等と

併せた防災力の向上

減災を考慮した土地利規制・誘
導措置の導入

海岸保全施設での防護

防潮機能を有する道路・
人工地盤・遊歩道等

低頻度メガ
リス

ク

型沿岸域災害を

引き起
こす

巨大

高潮等の来襲
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合意形成の問題提起
○インド洋、カトリーナ

■わが国の世論・マスコミ→わが国は大丈夫か？
対策を立てねばならないのではないか？
命を守る術を早急に身につける必要が
あるのではないか？

■冷静に考えると．．． →できるだけコストをかけずに、効率的に
対応する方法で行くべき。

■このような災害がいつ、どこで起きるかだれも予想できない。
→そのうち、対応の必要性を忘れてしまう。

■地域では（住民は） →メガリスクに対する当事者意識が薄い。
（津波警報でも避難しない）

⇒このような環境下で、有効な施策を実施していく必要性 7



後悔しない政策の課題

前提：公共側が対策施設整備に潤沢に予算を投入
できるわけではない。

実施可能な施策（例えば）
－臨海部建築物による災害外力の低減
－再開発・遊休地利用等と併せた防災力の向上
－防潮機能を有する道路・人工地盤・遊歩道 等

様々な主体の協力が必要
→減災効果の付加で、平時の不便を受け入れ。
→減災、早期復旧に備えた費用負担。 等



後悔しない政策のステークホルダー

企業ガバナンスの形成企業の自助努力に
よる対応強化

想定外力超過時にも
機能確保（脆弱性の
克服）

メガ
リスク

受益、受忍双方防災事業の内容公共の防災事業への
協力

一般
リスク

企業

ガバナンス
の形成

受忍者の合意形成
（企業の論理）

施設利用の不便さ
の受忍

メガリスク対応の土
地利用、施設配置

メガ
リスク

一般住民と同様一般
リスク

施設建設
者・所有
者

受忍者の合意形成施設利用の不便
さの受忍

メガリスク対応の土地
利用、施設配置

メガ
リスク

受忍者の合意形成防災事業の内容公共の防災事業への協
力

一般
リスク

一般住民

意思決定の枠組み合意形成事項リスク対応ステークホルダー





合意形成の形態（公共事業の種類別）

①社会経済の持続的発展に向けた事業

例えば：道路事業

移動時間の短縮
交通環境の改善

便
益

環境の悪化
生活の変容

損
失

利用者／住民
受益

沿道・地域住民
受忍

○合意形成検討の視点
→手続きに関する検討（公正性、態度） 11







減災

リスクの認知

態度形成

リスク回避の手段提供

施設整備（付加的機能）

地域主体（住民・企業） 公共主体

受忍の存在

・費用負担
・不便（負の便益）の容認

メガリスク発生時の効用

地域社会全体として
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合意形成

減災の合意形成

未だ見ぬものに対して、、
・受忍はできない！

・支払意思額はない！

私は、受忍しても良いのだが、、
私は支払意思額があるのだが、、

いましておかないと、
後悔することになる。
・それができるのは

皆様ですよ。

※誰が後悔する？
→社会全体

リスクコミュニケーション視点から検討 15

住民の行動がカギ





合意形成

復旧・復興の合意形成

確率が極めて低いものに
対して、、

・投資はできない！

会社の社会的責任を果たさねば、、

いましておかないと、
後悔することになる。
・それができるのは、

皆様ですよ。

※誰が後悔する？
→社会全体
→企業体も後悔する投資の水準はどのくらい？？

企業の社会的責任、事業継続の視点から検討 17

企業の行動がカギ



合意形成のフレーム

施設所有者一般住民 公益企業

メガリスク

公共

行政

情報提供

支援

態度変容 → 行動変容

メガリスクに強い地域・社会の形成



メガリスクで合意形成に至るには

○住民等、ステークホルダーが、如何に正確にメガリスクを
理解できるかが、合意形成の第一歩

→行政は、ステークホルダーにメガリスクを理解してもらう
ことから始める必要がある。

○その手法は？

→行政はわかりやすい言葉で伝える。なぜそのような説明
をしているかと言うことまで合わせて伝える。

→専門家は、被害の想定を、一定の確度を持って伝える。
→マスコミ等を通じて、社会的機運を高める必要もある。
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メガリスクに対する後悔しない政策の論点

①行政はどこまで支援していくべきか？

②住民や企業（公益企業含む）は
「協力」なのか「自主活動」なのか？


